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１.可燃物処理施設の現状及びこれまでの経過 

（１）鳥取市が設置・管理している可燃物処理施設の概要 

 現在、東部圏域にある可燃物処理施設は４施設あり、いずれも鳥取市が設置・管

理を行っています。しかし、いずれの施設も老朽化が進行しており、新しい可燃物

処理施設の整備は東部圏域の喫緊の課題となっています。 

 

施 設 名 施設規模 処理方式 竣工年月 
経過年数 

（H27 年度末）

神谷清掃工場 270t/日 
ストーカ方式

全連続炉 
 H4 年 1 月 24 年 

国府町クリーンセンター 12ｔ/8ｈ
ストーカ方式

バッチ炉 
 H9 年 4 月 18 年 

レインボーふくべ 5ｔ/8ｈ 同上 H10 年 4 月 17 年 

ながおクリーンステーション 25ｔ/8ｈ 同上  H6 年 4 月 21 年 

※）全連続炉：24 時間連続して焼却を行う炉 

※）バッチ炉：8 時間焼却する炉 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

国府町クリーンセンター 

神谷清掃工場 

レインボーふくべ 

ながおクリーン 
ステーション 
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（２）ごみ処理広域化計画 

 
 「ごみ処理に係るダイオキシン類発生防止等ガイドライン」（平成 9 年 1 月）旧厚生省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

  

 
 
 

・ダイオキシン排出削減対策（排出ガス対策） 

・今後、建設される焼却炉は原則として全連続炉とする。 

・小規模な焼却炉を集約化し、市町村の範囲を越えた広域的な処理を推進。 

・可燃物処理施設は、運搬効率や環境負荷の分散化の観点から千代川を境とし、東西に１カ所

ずつ配置する。 

・施設規模は、東エリア 130ｔ/日、西エリア 240ｔ/日とする。 

・鳥取県東部地域に建設する可燃物処理施設は１施設､施設規模は､概ね３６０ｔ/日が適当

である旨が報告される。 

ダイオキシン排出濃度 
１～５ng-TEQ/ m３ 

小規模な焼却炉（バッチ炉） 大型な焼却炉（全連続炉） 

高度な排ガス処理 

ダイオキシン排出濃度 
0.１ng-TEQ/ m３（規模による）

※ｎｇ（ナノグラム）とは 10 億分の１グラムのことです。

・鳥取県東部地域に建設する可燃物処理施設は１施設､施設規模は､概ね３６０ｔ/日とする。

・鳥取市河原町国英地区の工業団地予定地の南側隣接地を建設候補地とする。 

・「ごみ処理広域化実施計画」改訂版を策定する。（平成１８年８月） 

「ごみ処理広域化実施計画」（平成１３年３月） 

「可燃物処理施設整備検討委員会」第１次報告書（平成１８年２月） 

「鳥取県東部広域行政管理組合正副管理者会議」（平成１８年４月） 
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（３）新可燃物処理施設建設候補地の主な選定理由 

 
（1）位 置 

 東部圏域のほぼ中心に位置し、収集運搬効率が高いこと。 

（2）道路網の整備状況 

 鳥取自動車道と河原インター線に近接しており、その整備により交通アクセ

スが容易になり、ごみ収集車は一般生活道路の通行を必要としないこと。 

 

（3）土地の状況 

 予定地の土地の形状が、なだらかな丘陵地で土地造成が容易であること。 

 活断層が事業区域から５km 以内に存在しない地点であること。 

 

 

 

道の駅かわはら

計画事業区域

（事業計画周辺 航空写真）

河原インター山手工業団地 



４ 
 

２.環境影響評価 

 （１）目 的 

 開発事業の内容が環境にどのような影響を及ぼすかについて、あらかじめ事業者自

らが調査・予測・評価を行い、その結果を公表するとともに住民の皆様や県知事等の

意見を聴き､それらを踏まえて環境の保全の観点からより良い事業計画を作り上げて

いくものです。 

 （２）環境保全計画及び事故防止対策等 

   ①大気汚染防止対策 

  施設は、最新の排ガス処理技術を採用し、法規制よ

りも厳しい目標値を達成できる施設とするとともに、

排ガスの常時監視装置を設置し、排ガス濃度が目視で

確認できるようにします。 

  

②悪臭防止対策 

  施設における収集車の入口・出口にはエアカーテンを設置する等、臭気が漏れな

いよう対策します。 

 

③騒音・振動防止対策 

  ごみ収集車両を騒音の少ないハイブリッド化を推

進するとともに、運行管理等を行うことにより車両の

集中を避け、騒音・振動を減らします。 

 

④水質汚濁防止対策 

  施設内で発生する排水は施設内で再利用することを基本とし、余った水について

は、集落排水施設に排水できるように処理を行ってから排水します。 

 

⑤交通安全対策 

  ごみ収集車両等の交通経路は、主要幹線道路の走行を基本とし、児童の登校時間

帯及び歩行者の横断等に十分注意するよう交通安全教育を行います。 

 

⑥緊急時の対策 

  地震等緊急事態が発生した際には、速やかに炉が自動停止する安全装置を設置す

るとともに、消防法に準じて各種検知装置や消火設備を設置します。 
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 （３）大気中のダイオキシン類 

 
  表１ ダイオキシン類に係る環境基準（大気） 

環境基準値 年間平均値が 0.6pg-TEQ/ m３以下であること。 

 ※ｐｇ（ピコグラム）とは、１兆分の１グラムのことです。 

  （東京ドーム一杯分の水に１ｇの角砂糖１個を溶かした状態です。） 

 ※ＴＥＱとは、ダイオキシン類の毒性を換算した濃度のことです。 

 

 表2 鳥取保健所における大気中のダイオキシン類の測定結果（過去５年間） 

測定地点 測定結果 (pg-TEQ/m３) 

鳥取保健所 
平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 

0.010 0.012 0.011 0.013 0.011 
  出典）「平成25年度ダイオキシン類常時監視結果報告書」（平成26年８月 鳥取県） 

  

 （４）煙突排ガスの排出によるダイオキシン類の予測濃度（年平均値） 

予 測 地 点 
施設から排出

される予測濃度
(A) 

現況調査に 
よる実測濃度 

(B) 

施設稼働後の 
予測濃度 
(A+B) 

最大着地濃度出現地点（東南東側560ｍ地点） 0.00141 0.0066 0.00801 

現地調査地点 

河原町総合運動場 0.00054 0.0066 0.00714 

福和田地区 0.00052 0.0088 0.00932 

郷原・上山手地区 0.00046 0.0078 0.00826 

徳吉地区 0.00041 0.0079 0.00831 

釜口地区 0.00025 0.0072 0.00745 

三谷地区 0.00030 0.0055 0.00580 

高津原地区 0.00045 0.0081 0.00855 

要配慮施設 

直近民家 0.00046 0.0066 0.00706 

特別養護老人ホーム河原あすなろ 0.00029 0.0078 0.00809 

河原第一小学校 0.00027 0.0079 0.00817 

河原中学校 0.00035 0.0088 0.00915 

散岐保育園 0.00019 0.0072 0.00739 

   〔単位：pg-TEQ/ｍ3〕 
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 （６）国内におけるダイオキシン発生量の推移 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

国内におけるダイオキシン類排出総量は、平成 9 年（8,135g-TEQ/年）から平

成 24 年（137g-TEQ/年）にかけて、98％以上減少しています。 

 

このうち、一般廃棄物焼却施設に係る排出量は平成 9 年（5,000g-TEQ/年）か

ら平成 24 年（ 31 g-TEQ/年）にかけて、約 99%以上削減しています。 

 

＜参考＞ 

 

可燃物処理施設におけるダイオキシン類測定結果（Ｈ26 年度） 

施設名 基準値 １号炉 2 号炉 3 号炉 

京都市北部クリーンセンター 
（竣工：平成 19 年、処理能力：400ｔ／日） 

0.1ng-TEQ/㎥ 0.0000095 0.0000051 － 

米子市クリーンセンター 
（竣工：平成 14 年、処理能力：270ｔ／日） 

1.0ng-TEQ/㎥ 0.0019  0.0019   0.00027 

神谷清掃工場（鳥取市） 
（竣工：平成 4 年、処理能力：270ｔ／日） 

1.0ng-TEQ/㎥ 0.0575  0.0875   － 

出典：ダイオキシン類の排出量の目録（H26.3 環境省）

その他発生源

産業系発生源

小型廃棄物焼却炉等

産業廃棄物焼却施設

一般廃棄物焼却施設

排出量 

（g-TEQ/年） 
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京都市北部クリーンセンターの概要 

 
施 設 名：京都市北部クリーンセンター 

所 在 地：京都市右京区梅ケ畑高鼻 27 番地 

竣 工：平成 19 年 1 月 

焼 却 能 力：400t/日  (200t/24H  2 基)  ストーカ式 

発 電 能 力：8,500kw（最大） 

  
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

啓発展示室 

中央制御室 排ガス表示装置

ステージビューシアター

壁面のステンドグラス学習コーナー

発電システム掲示板



 

５.地域振

 対象

   

   

 

 地域

  

 ハー

  例）

 

 ソフ

  例）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

振興 

象地域 

・

・

域活性化事

ード事業 

広場整備

フト事業 

集落が取

・地権者集

・国英地区

事業の実

備、ＬＥＤ

取り組む防

有

集落 

区の各集落

実施に対す

Ｄ防犯灯の

防災、安全

広場整

有線放送の
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落 

する助成及

の設置、

全対策等

整備

の改修

及び支援

有線放送

等に対する

送の改修等

る支援 

等に対する

ＬＥＤ

ホース

る助成 

Ｄ防犯灯の設

ス格納庫の

設置

の改修
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６.裁判の経過 

 
●平成 23 年 10 月 19 日 

 地権者集落の内 1 集落が、鳥取地方裁判所に「ゴミ焼却施設建設差止請求」の訴状を提

出する。 

 

 ●平成 23 年 12 月～平成 26 年 7 月 

 「ゴミ焼却施設建設差止請求」訴訟に係る第１回～第 1８回口頭弁論が開催される。 

 

●平成 26 年 9 月 17 日 

 「ゴミ焼却施設建設差止請求」訴訟に係る「和解協議」が開催されたが、原告側と本組

合の主張が折り合わず、和解は打ち切りとなる。 

 

 ●平成 26 年 11 月 26 日 

 「ゴミ焼却施設建設差止請求」訴訟に係る第１９回口頭弁論が開催され、結審となる。 

 

 ●平成 27 年 3 月 25 日 

 「ゴミ焼却施設建設差止請求」訴訟において、鳥取地方裁判所より「原告の請求を棄却

する」旨の判決が言い渡される。 

 

 ●平成 27 年 5 月 15 日 

 広島高等裁判所松江支部より控訴状が送付される。（原告の控訴日：Ｈ27.4.3） 
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７.その他 

 これまでの主な経過 

〇平成 18 年 4 月   

  国英地区部落長会に本組合管理者並びに副管理者４名が出席し、国英地区の工業団地

予定地隣接地を新可燃物処理施設の建設候補地とした環境影響評価（事前調査）の実施

を要請する。 

〇平成 19 年 3 月～8 月 

  国英地区の 8 集落より反対署名簿、１集落より反対上申書が提出される。 

〇平成 20 年 6 月～7 月 

 国英地区の各集落で説明会及び意見交換会を開催する。 

〇平成 21 年 4 月   

  八頭環境施設組合は、国英地区の部落長に、クリーンセンターやずの操業停止に伴うご

みの受け入先及びその方法について説明。併せて、本組合が新可燃物処理施設建設予定

位置について説明する。 

〇平成 22 年 2 月 

  地元住民で構成する「国英地区ごみ焼却場建設反対協議会」が設立される。 

〇平成 22 年 6 月  

  環境影響評価の現況調査を開始する。 

  各市町議会において「可燃物処理施設建設に関する決議」が議決される。 

〇平成 23 年 9 月 

  環境影響評価に係る現況調査が終了する。 

〇平成 23 年 10 月   

  地権者集落の内 1 集落が、鳥取地方裁判所に「ゴミ焼却施設建設差止請求」の訴状を

提出する。 

〇平成 25 年 11 月  

  環境影響評価書に対して、鳥取県知事より「環境保全の見地からの修正の必要が認めら

れない」旨の通知が出される。 

〇平成 25 年 12 月 

  地権者集落５集落による「可燃物処理施設地権者集落協議会」が立ち上げられる。 

 「新可燃物処理施設整備計画」を策定する。 

〇平成 26 年 3 月 

  地権者集落５集落から建設同意書が提出される。 

〇平成 26 年 4 月  

  鳥取市において新可燃物処理施設の都市計画決定が告示される。 

〇平成 27 年 3 月 

 「ゴミ焼却施設建設差止請求」訴訟において、鳥取地方裁判所より「原告の請求を棄却す

る」旨の判決が言い渡される。 

 

 


